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Ⅰ 令和９年度概算要求～基本的な考え方～

2

現行「三文書」※１の策定時の想定以上の速度・複雑さで国
内外の情勢が変化。「三文書」を改定し、５年以内に防衛力
を変革することで、抑止力・対処力を大幅に強化。

３本柱・９項目を重視※

① 「新しい戦い方」への対応

1. AI
2. 無人アセット
3. スタンド・オフ
4. 統合防空ミサイル防衛
5. 宇宙
6. サイバー

② 持続的な対応能力

7. 太平洋・シーレーン防衛

③ 防衛力の基盤

8. 防衛生産・技術基盤
9. 人的基盤

局新設を含め内部部局の体制を強化

※５～１４頁参照

※１ 国家安全保障戦略、国家防衛戦略及び防衛力整備計画（令和4年12月16日 国家安全保障会議決定・閣議決定）



令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

Ⅰ 令和９年度概算要求 ～ 概算要求の方針 ～
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令和９年度概算要求においては、概算要求基準※に基づき、
① 現行の防衛力整備計画を踏まえて実施する事業について所要額
を計上（歳出ベース約９兆円、契約ベース約８兆円）し、

② 現在検討を進めている三文書改定の内容に左右されると考えられ
る事業などについては、予算編成過程において検討することとして、
事項要求とする。

これを最大限活用し、①と②を一体のものとして、必要な事業をしっか
りと積み上げ、５年以内に防衛力の変革を実現する。

※ 「令和９年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（令和８年７月３０日閣議了解）
（抜粋）

１．要求・要望
○ 防衛力整備計画対象経費については、「防衛力整備計画」を踏まえ、所要額を要求。「三文書」の改定に
伴う対応については、予算編成過程において検討。

（参考）「経済財政運営と改革の基本方針2026」（令和８年７月２１日閣議決定）（抜粋）

第２章日本の成長力強化と安全・安心の確保

２．強い外交・安全保障の確立

（１）外交力・安全保障・情報力の強化

（略）新たな「国家安全保障戦略」、「国家防衛戦略」及び「防衛力整備計画」（以下「三文書」という。）の検討を加速し、５年以内に防
衛力の変革を実現する。その際、我が国の独立と平和を守り抜く上で必要不可欠な経費を積み上げて「防衛力整備計画」を作成し、その実現に
向けた財源の確保と併せて、国民に対して丁寧に説明する。（略）

本年中に改定する三文書を踏まえて編成される令和９年度予算については、同文書に係る議論を経て結論を得る必要があることから予算編成
過程において検討し、必要な措置を講ずる。

（当初）
6.6兆円

（当初）
7.7兆円

（当初）
8.5兆円

（補正）
0.5兆円

（補正）
0.5兆円

（補正）
0.5兆円

8.8兆円

（当初＋補正）
7.1兆円

（当初＋補正）
8.2兆円

（当初＋補正）
9.0兆円

約９兆円

事項要求

（当初）
9.0兆円

（当初）
9.4兆円

（当初）
8.4兆円 8.3兆円

（補正）
0.1兆円

（補正）
0.1兆円 （補正）

0.1兆円

（当初＋補正）
9.1兆円

（当初＋補正）
9.5兆円

（当初＋補正）
8.5兆円

事項要求

約８兆円

歳出ベース 契約ベース

＋
＋

＜防衛力整備計画対象経費＞ ＜防衛力整備計画対象経費＞

（注）上記の整備計画対象経費のほか、ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分も事項要求
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＜防衛と経済の好循環＞
防衛力整備に必要な予算は、一義的には我が国の防衛力強化のためのものであるが、先端
技術など、我が国の経済成長に貢献し得る「投資」としての意義も
今後、日本成長戦略を踏まえ、「強く豊かな日本」投資枠※の活用も視野にさまざまな分野
への徹底的な国内投資を推進
最先端のデュアルユース技術・サービスの研究開発を防衛省が牽引するとともに、防衛省がア
ンカーテナンシー型で先端技術・サービスを率先導入し、需要を牽引

⇒ 防衛力に対する投資を通じて、防衛と経済の好循環を実現し、日本成長戦略に示されてい
る国際社会における我が国の「自律性」「不可欠性」を確保

※ 令和９年度予算においては、危機管理投資・成長投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成長率の引上げにつながる施策を予見可能性を持って実施できるよう、
通常歳出とは別に、「強く豊かな日本」投資枠が創設された（経済財政運営と改革の基本方針2026（令和8年7月21日閣議決定）・令和９年度予算の
概算要求に当たっての基本的な方針について（令和8年7月30日閣議了解））。



ＡＩを活用した高度なデータ処理・分析を背景に、意思決定
のスピードと質が飛躍的に高まっており、指揮統制等の分野において、
ＡＩの導入を迅速に進める必要。
自衛隊の統合作戦を支えるため、データを迅速に統合・分析し、目標の
選定及び現況の可視化を通じて意思決定の優勢を確保するシステムに
ついて、既存の海外技術を活用し早期に整備、国内技術
の強化を推進。
これらに用いるデータを安全かつ迅速に集約・共有・活用できる高機密
ソブリンクラウド（仮）の導入を進めるとともに、有事に妨害されて
も指揮統制を維持・継続できる高速・大容量かつ多層的な通信
ネットワークを構築。

Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

統合防空ミサイル防衛能力
①「新しい戦い方」への対応－１

ＡＩ

5 司令部でのリアルタイム状況把握と意思決定支援のイメージ
【生成AIを使用してイメージ図を作成】

【R9概算要求の主な事業】
・ 統合作戦司令部の意思決定支援システムの整備
・ 次世代ＡＩプラットフォーム「ＡＩオーケストレーター」の構築
・ 防衛省クラウドの整備（高機密ソブリンクラウド（仮）を導入を推進）
・ 防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の強靱化



令和９年度概算要求～ポイント～

統合防空ミサイル防衛能力

無人アセットを駆使して、人的損耗を局限しコスト優位を実現
無人アセットで相手方のドローンを安価に迎撃し、反撃能力としても活用。
洋上侵攻に際しては、相手の攻撃を「吸収」し、スタンド・オフ・ミサイルと組み合わせて
早期遠方でより効果的に対処。水中の脅威は可視化・無力化して水中優勢を獲得。
そのほか、有人アセットの機能を代替。

⇒ 「世界一無人アセットを駆使する組織」への変革を目指す。
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【R9概算要求の主な事業】
・ 情報収集・警戒監視・ターゲティング用ＵＡＶの取得
・ 攻撃用ＵＡＶの取得
・ UUV用スタンド・オフ・ミサイル発射モジュールの研究
・ 汎用小型ＵＧＶの開発

①「新しい戦い方」への対応－２

無人アセット



統合防空ミサイル防衛能力①「新しい戦い方」への対応－３

スタンド・オフ

Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

スタンド・オフ防衛能力は、侵攻する艦艇等を早期・遠方で食い
止めることを可能にするとともに、相手国への反撃にも活用。抑止力
発揮の切り札。
国産スタンド・オフ・ミサイルの開発・取得を継続。特に残存性
の高い、水中プラットフォームから発射可能なスタンド・オフ・ミサイル
の開発に着手。
効率的な対処力を獲得するため、安価な攻撃手段（ミサイル・無人機）
も導入着手。
運用能力を向上するため、各種アセットによるターゲティング能力を
強化。

【R9概算要求の主な事業】
・ 国産スタンド・オフ・ミサイルの取得
・ 水中発射型の極超音速誘導弾の開発
・ 安価なスタンド・オフ・ミサイルの開発・取得
・ ターゲティング能力向上にかかる研究開発
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Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

周辺国は航空・ミサイル戦力の増強を継続するとともに、多様な無人アセット
の増強にも注力。防空能力の優劣は戦局全体を左右する重要な要素。
航空攻撃から我が国を守り抜く体制を構築すべく、シューター・センサー・
ネットワークの機能強化を引き続き推進。また、ウクライナの戦場に
おける教訓も踏まえ、デコイ（おとり）の取得等により被害を低減する
機能を強化。
【R9概算要求の主な事業】

（迎撃アセットの強化）
・ 中SAM（改）能力向上型への改修・取得
・ ペトリオット・システムの能力向上
・ 各種迎撃用誘導弾の整備

（センサーの機能強化）
・ 地上警戒管制レーダーの能力向上・換装

（ネットワークの機能強化）
・ 次世代JADGE（仮称）の整備

（被害を低減する機能の強化）
・ デコイ、隠蔽・偽装器材の取得

各種誘導弾の整備
（写真はペトリオット）

FPS-7

デコイ※

（※生成AIで作成したイメージ）

中SAM
（改）

8

統合防空ミサイル防衛能力①「新しい戦い方」への対応－４

統合防空ミサイル防衛



Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

「意思決定の優勢」を確保する上で、宇宙からの戦況把握能力や通信能
力の強化を図るとともに、宇宙の安定的利用を確保するため宇宙領域把握能
力等を強化することが不可欠。
自衛隊の活動に加え、国民生活の基盤たる宇宙利用を確保するた
めの体制を構築。

【R9概算要求の主な事業】
（宇宙領域把握能力等の強化）
・ 宇宙領域での脅威を把握する「ＳＤＡ衛星」の整備
・ 我が国の衛星防護に必要となる技術の実証
（戦況把握能力の強化）
・ 極超音速滑空兵器を宇宙から探知・追尾する技術の実証
（通信能力の強化）
・ 通信能力・抗たん性を向上させた「次期防衛通信衛星（きらめき後継）」の整備
・ 衛星上でＡＩにより情報を統合処理し、スタンド・オフ・ミサイル等と双方向通信する技術の実証

写真出典：内閣府
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統合防空ミサイル防衛能力①「新しい戦い方」への対応－５

宇宙



有事における同時多発的かつ高烈度なサイバー攻撃への対抗に
加え、「有事以前」における相手方の攻撃キャンペーンを抑止/潜在する
脅威を排除するため、自衛隊のサイバー作戦能力の強化が必要
具体的には、能動的サイバー防御関連法に基づき、新たに任務付与される
「アクセス・無害化措置」のための能力強化に加え、「通信情報の利用」
への協力に必要な能力を整備
自衛隊のシステムに対するスレット・ハンティング能力を強化
するとともに、国民の生活・経済活動を守り、自衛隊の任務遂行を確実に
する上で不可欠な重要インフラ等のシステムを防護するため、さらに必要な
能力を整備

Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

スレット・ハンティング（イメージ） （※）スレット・ハンティング：ネットワーク内部への脅威の侵入を想定し、
内部の潜在的脅威を継続的に探索・抽出するプロセス

【R9概算要求の主な事業】
・ 「アクセス・無害化措置」に係る能力強化及び「通信情報の利用」に係る能力整備
・ スレット・ハンティング機能の強化
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統合防空ミサイル防衛能力①「新しい戦い方」への対応－６

サイバー



Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～
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ウクライナ侵略が５年目に突入している中、侵攻を試みる相手に攻撃を思い
とどまらせ、事態を未然に抑止する上でも、長期戦にも対応できる「持続的な
対応能力」の確保は、我が国の防衛力を強化する上で不可欠。
また、四面環海であり、多くの島嶼を有する我が国にとって、自衛隊の部隊・
装備品・補給物資等を迅速かつ継続的に供給し続けるためにも、「輸送力」
の強化は一層重要。

物資（量の確保）×手段（航空輸送等）を整備
【R9概算要求の主な事業】
・弾薬 ・誘導弾 ・衛生資器材 ・燃料 ・食料
・輸送機（Ｃ－２） ・多用途ヘリ（ＵＨ－２） ・荷役器材
・自動運航技術を搭載した輸送船舶の導入に係る調査研究 等

輸送体制の強化の一例物資の確保の一例

物資の確保・抗たん化

輸送力の強化

持続的な
対応能力を

強 化
弾 薬

誘導弾

Ｃ－２衛生資器材

荷役器材

食 料

燃 料

UH－２

自動運航輸送
船舶調査研究

統合防空ミサイル防衛能力② 持続的な対応能力

持続的な対応能力



Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

我が国は日々の生活を支える原材料のほとんどを海外から輸入。シーレーンの
安定的利用と、シーレーンの多くが収斂する太平洋の防衛は、自衛隊の活動
のみならず国民生活を支える上で不可欠。
近年、中国空母の太平洋側進出や中露爆撃機の飛行をはじめ、周辺国の
我が国太平洋側における軍事活動が活発化。
（例）2025年における中国空母の太平洋進出回数は、2022年の2回から5回に増加。これに伴い、太平洋に

おける艦載機の発着艦回数も約320回から約1,460回に増加。

したがって、「太平洋・シーレーン防衛」のため必要となる太平洋上における自衛隊
の情報収集・警戒監視能力等は強化が急務。

【R9概算要求の主な事業】
（太平洋側における防衛能力の強化）
・ 滞空型UAV「MQ-9B」の取得
・ 「いずも」型護衛艦の改修

（太平洋島嶼部の機能強化）
・ 警戒監視態勢の構築に向けた施設整備（北大東島）
・ 海上輸送の効率化のための荷役施設の調査検討（硫黄島）
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統合防空ミサイル防衛能力② 持続的な対応能力

太平洋・シーレーン防衛



Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

法人に担わせる主な業務

「生産力こそ抑止力」という考え方のもと、持続的な対応能力や
「新しい戦い方」への対応を支えることができる防衛生産・技術基盤を構
築していくことが喫緊の課題。

防衛生産・技術基盤の強化をさらに加速するための取組を拡充するとともに、
国の関与を担保した法人を新設した上で、国内生産基盤の強化、装備移転、
防衛イノベーションの促進を一体的に推進。

【R9概算要求の主な事業】
・ 国内生産基盤強化（GOCO、再編出資）

・ 防衛装備移転推進（官が正面に立った一層の移転支援）
・ 防衛イノベーション促進（防衛研究基盤、ディフェンステックSBIR）
・ 国の関与を担保した新たな法人の設置
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統合防空ミサイル防衛能力③ 防衛力の基盤－１

防衛生産・技術基盤



統合防空ミサイル防衛能力③ 防衛力の基盤－２

人的基盤

Ⅱ 令和９年度概算要求～ポイント～

○ 自衛官の給与体系の独自見直し

○ 隊員の活動を支える糧食の充実

○ 艦艇乗員の生活・勤務環境の改善

○ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境

の基盤整備

○ 募集事務所等の魅力化に資する環境

整備

第６回関係閣僚会議

令和９年度概算要求における主な関連事業

◆ 退職自衛隊員・家族に対する支援施策の推進及び体制の整備◆ 退職自衛隊員・家族に対する支援施策の推進及び体制の整備

○ 就職援護に関する経費

○ 御家族招へい事業（仮称）

○ 予備自衛官等制度の認知度向上

○ 庁内託児所、緊急登庁支援、

臨時託児事業に関する経費

○ 予備自衛官等の充足向上施策の

調査研究

令和９年度概算要求における主な関連事業

国防の任務を全うした退職自衛隊員や平
素から自衛隊員を支える家族が誇りを
もって安心して生活できるよう、退職自
衛隊員及び家族に対する支援を一体的に
企画立案し、関連する施策を強力に推進
するため、退職自衛隊員・家族支援庁
（仮称）の設置を含め取組を強化。

第１回検討委員会

我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障
環境に直面する中で、防衛力の抜本的強
化を真に実現するためには、優れた自衛
官を安定的に確保し続ける必要があるた
め、「自衛官の処遇・勤務環境の改善及
び新たな生涯設計の確立に関する基本方
針」に基づき、各施策を推進。

◆ 自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立◆ 自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立

14



15

Intentionally Blank
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以下、個別事業



１２式地対艦誘導弾能力向上型の取得
○ １２式地対艦誘導弾能力向上型（艦発型）の取得(５６２億円）

○ １２式地対艦誘導弾能力向上型（空発型）の取得(３４５億円)

２５式地対艦誘導弾の取得
○ ２５式地対艦誘導弾及び地上装置等の取得(１，５７５億円+事項要求)

２５式高速滑空弾の取得
○ ２５式高速滑空弾及び地上装置等の取得(３６１億円+事項要求)

高速滑空し、地上目標に命中する高速滑空弾を取得

極超音速誘導弾の開発・取得
○ 極超音速誘導弾の開発(１４２億円+事項要求)

長射程で極超音速(音速の５倍以上)飛翔といった迎撃困難な能力を有する

極超音速誘導弾の開発に必要な性能確認試験等を実施

○ 極超音速誘導弾及び地上装置等の取得(１，６７３億円+事項要求)

○ 水中発射型極超音速誘導弾の開発(事項要求)

水中のプラットフォームから発射可能な極超音速誘導弾の派生型を開発

潜水艦発射型誘導弾の取得
○ 潜水艦発射型誘導弾の取得(１６３億円)

その他のスタンド・オフ・ミサイル等
○ ＪＳＭ(１８０億円)、ＪＡＳＳＭ(５３億円＋事項要求) 取得

※ JSM: Joint Strike Missile (Ｆ－３５Ａに搭載)

JASSM: Joint Air-to-Surface Stand-Off Missile

(Ｆ－１５能力向上機に搭載)

○ トマホーク発射機能の艦艇への付加(１１億円＋事項要求)

○ Ｆ－２能力向上改修(１２式地対艦誘導弾能力向上型(空発型)搭載)(１０機：１２８億円)

○ 新地対艦・地対地精密誘導弾の開発(２１９億円＋事項要求) 

○ １２式地対艦誘導弾能力向上型（艦発型）発射機能の艦艇への付加(１２億円＋事項要求）

○ 戦術ＡＩ衛星の研究(事項要求)

○ 安価なスタンド・オフ・ミサイルの開発・取得(事項要求)

・ 高価、高性能な弾薬を補完する低コストなスタンド・オフ・ミサイルを

国産開発するとともに、早期の能力獲得のため海外製を取得

○ ＵＵＶ用スタンド・オフ・ミサイル発射モジュールの研究(事項要求)

UUVにスタンド・オフ・ミサイルの発射機能を付与する拡張モジュールを研究

Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～

JASSM(イメージ)

JSM(イメージ)

２５式地対艦誘導弾

２５式高速滑空弾

極超音速誘導弾
(イメージ)
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トマホークの発射

１ スタンド・オフ防衛能力
東西南北、それぞれ約3,000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くため、島嶼部を含む我が

国に侵攻してくる艦艇や上陸部隊等に対し、対空ミサイル等の脅威圏の外から対処する
スタンド・オフ防衛能力を抜本的に強化。

注１：本文中の青字は新規事業を表示している。
注２：金額は契約ベース。

潜水艦発射型誘導弾
(イメージ)

安価なスタンド・オフ・
ミサイル（イメージ）



迎撃アセットの強化
○ 各種迎撃用誘導弾の整備

０３式中距離地対空誘導弾(改善型)能力向上型(６２６億円+事項要求）、
ＳＭ－６(事項要求)、ＰＡＣ－３ＭＳＥ(事項要求)等の取得

○ イージス・システム搭載艦の整備に伴う関連経費(６８９億円＋事項要求）
各種試験の準備等に係る経費を計上

○ ０３式中距離地対空誘導弾(改善型)能力向上型への改修(事項要求)
既存の０３式中距離地対空誘導弾(改善型)を改修し、弾道ミサイル

対処能力等を順次付与

○ ＧＰＩ（滑空段階迎撃用誘導弾）の日米共同開発(事項要求)

○ ペトリオット・システムの能力向上(６５６億円+事項要求）
弾道ミサイル等への対処能力向上に加え、地対空ミサイルのネットワーク連接強化により、

防空戦闘の効率的・効果的な実施を可能とする改修を実施

○ 基地防空用ＳＡＭのＡＡＭ－５Ｂ発射に係る改修(事項要求)
空対空ミサイルを空自基地防空用ＳＡＭから発射可能とする改修を実施

センサー・ネットワークの強化
○ ＦＰＳ－７の能力向上(５億円) 、ＦＰＳ－３からＦＰＳ－７への換装(６２億円)
○ 次期警戒管制レーダーの移設(２４億円)
○ 次世代ＪＡＤＧＥ(仮称)の整備(４１２億円)
○ 陸自戦闘指揮統制システム(対空)の取得(９０億円+事項要求)

ドローン・スウォーム攻撃等対処能力の強化
○ 近距離対空システム（ＣＲＡＤＳ）の開発(事項要求)

誘導弾、機関砲、レーザーを組み合わせ、低コストかつ大量投入可能な無人航空機を含む
各種経空脅威に効率的に対処可能な陸自近距離対空システムを開発

○ 艦載用レーザーシステムの性能確認試験(４７億円）

○ ＵＡＶ対処用ＨＰＭ（高出力マイクロ波）器材の実証(事項要求)

被害を低減する機能の強化
○ デコイ（おとり）の取得(事項要求)
○ 多重電磁波偽装網の取得（２１８億円）

０３式中距離地対空誘導弾
(改善型)能力向上型

（イメージ）
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２ 統合防空ミサイル防衛能力

各種ミサイルや航空機等の多様化・複雑化・高度化する経空脅威に適切に対処することが重要。
探知・追尾能力の向上や、ネットワーク化による効率的対処を実現するなど、迎撃能力の

強化が必要。

デコイ
（※生成AIによるイメージ）

※ＣＲＡＤＳ：Close Range Air Defense System

※ＨＰＭ：High Power Microwave

※ＧＰＩ：Glide Phase Interceptor

Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～



情報収集・警戒監視・偵察・ターゲティング(ISRT)機能の強化
○ 艦載型ＵＡＶ(小型)の取得(３６億円＋事項要求)

○ ＵＡＶ(中域用)ＶＴＯＬ(垂直離着陸)型の取得(８７億円+事項要求)

○ 目標情報収集用無人機の取得(１１３億円)

○ 滞空型ＵＡＶ「ＭＱ－９Ｂ」の取得(１７機：２，９２２億円＋事項要求)

攻撃機能の強化
○ 水上艦発射型ＵＡＶの取得(事項要求）

艦艇から発射され、敵艦艇等を攻撃するためのＵＡＶを取得

○ モジュール型ＵＡＶへの攻撃機能の付与検証(事項要求)

○ 小型攻撃用ＵＡＶの取得(３６３億円+事項要求)
空中を遊弋して人員・車両等を迅速に撃破可能な小型攻撃用ＵＡＶを取得
小型攻撃用ＵＡＶⅠ型、小型攻撃用ＵＡＶⅡ型、小型攻撃用ＵＡＶⅢ型

○ 迎撃ＵＡＶの取得(７６億円+事項要求)

スタンド・オフ防衛能力の強化
○ ＵＵＶ用スタンド・オフ・ミサイル発射モジュールの研究(事項要求)【再掲】

○ 低コストなスタンド・オフ防衛用UAVの開発(事項要求)
民生部品の活用や民生品の設計・製造技術の適用により、安価で短期間に大量生産可能な、

スタンド・オフ・ミサイルと組み合わせて使用できるＵＡＶを実現

UGVの導入
○ 汎用小型UGVの開発(９５億円+事項要求)

３ 無人アセット防衛能力

従来有人アセットが担っていた業務の効率化や、無人アセットの導入により新たに可能となる
形態のオペレーションに無人アセットを活用することで、人的損耗を局限しつつ、陸上・水上・
水中・空中における非対称的な優勢を確保。
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Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～

水上艦発射型ＵＡＶの取得
(イメージ)

目標情報収集用無人機
(イメージ)

モジュール型ＵＡＶ
(投下型・消耗型）

(イメージ)

小型攻撃用
ＵＡＶⅡ型
(イメージ)

小型攻撃用
ＵＡＶⅠ型
(イメージ)

艦載型ＵＡＶ(小型)の取得
(イメージ)

小型攻撃用
ＵＡＶⅢ型
(イメージ)



(１)宇宙領域における能力強化

宇宙領域把握(ＳＤＡ)の強化
○ ＳＤＡ衛星２号機の整備(事項要求)

宇宙領域における脅威を早期に探知するため、電波の
利用状況を把握可能なＳＤＡ衛星２号機の整備に着手

○ 宇宙状況把握システムの機能向上(９９億円)
通常と異なる機動を行う宇宙物体の探知追尾機能を向上

○ 衛星妨害状況把握装置の整備(３４億円）
我が国の人工衛星への電磁妨害状況を把握する装置を取得

○ 機動対応宇宙システムの技術実証(事項要求)
衛星の防護に必要となる機動的な衛星運用の技術を実証

迅速かつ的確な戦況把握能力の強化
○ 衛星用高精細赤外線検知器の研究(事項要求)

宇宙空間から極超音速滑空兵器(ＨＧＶ)等の探知及び追尾を行うための衛星搭載型の
高精細な赤外線センサ技術を研究 ※ ＨＧＶ：Hypersonic Glide Vehicle

○ 画像解析用データの取得(３２７億円＋事項要求)
周辺地域の情報収集のため、高解像度を有する民間衛星等による画像を取得

作戦の基盤となる衛星通信の確保
○ 次期防衛通信衛星等(きらめき１号及び２号後継機)の整備(５９億円＋事項要求)

○ 次世代防衛技術実証衛星の実証(事項要求)
衛星搭載機器の高機能化に対応した熱制御技術や光通信等の次世代技術を実証

○ 戦術ＡＩ衛星の研究(事項要求)【再掲】

○ 多国間で共用する衛星通信に対応した器材等の整備(１５２億円＋事項要求)
高い耐妨害性と耐傍受性を持つ通信が利用可能な、多国間の衛星通信帯域共有枠組み

(ＰＡＴＳ)に接続する器材等を整備 ※ ＰＡＴＳ：Protected Anti-Jam Tactical SATCOM

○ 商用低軌道衛星通信器材等の整備(２４億円）
水上艦艇において業務用通信を補完する商用低軌道衛星通信に必要な器材等を整備

宇宙領域における組織体制の強化
○ 防衛装備庁に衛星開発室（仮称）を新設

自衛隊の「意思決定の優勢」を確保する上で、宇宙領域におけるISRT（※）や通信に関する
能力を強化することは不可欠 。このため、自衛隊の宇宙の安定的利用を確保しつつ、国民生活の
基盤たる宇宙利用を確保するための体制を構築 

(※) Intelligence, Surveillance, Reconnaissance and Targeting: 情報収集・警戒監視・偵察・ターゲティング
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衛星妨害状況把握装置

ＳＤＡ衛星２号機
（生成AIによるイメージ）

陸海空領域に加え、宇宙(衛星の活用による情報収集機能の強化等)、サイバー(セキュリ
ティ対策の強化、サイバー要員の育成等)、電磁波(電子戦能力、電磁波管理機能の強化等)
などの組合せにより非対称的な優勢を確保していくため、抜本的な能力強化が必要

４ 領域横断作戦能力

Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～



(２)サイバー領域における能力強化

サイバー領域においては、近年のサイバー攻撃事例を踏まえ、「有事」における同時
多発的かつ高烈度な攻撃キャンペーンに対抗に加え、「有事以前」においても相手方の
攻撃キャンペーンの抑止や潜在する脅威の未然排除が必要

サイバー作戦能力の強化
○ 能動的サイバー防御に係る対応

・ 「アクセス・無害化措置」に係る能力強化及び「通信情報の利用」に係る能力整備
(３０８億円＋事項要求）
サイバー対処能力強化法及び同整備法の成立により新たに任務付与される、アクセス・無害化

措置及び通信情報の利用に係る協力を適切に実施するために必要な能力を強化・整備
・ 官民連携の強化(DSGの機能強化) (５０９億円)

防衛省と防衛関連企業の情報共有をセキュアな環境で行うための防衛セキュリティゲート
ウェイ（DSG）の機能強化するとともに、DSGを活用したインシデント情報共有等の検討・
調整を進め、官民連携の強化を推進

・ 拠点庁舎整備に向けた設計(事項要求)
能動的サイバー防御の実施に関係する省庁の関係部局（防衛省、内閣官房国家サイバー

統括室、警察）が協働するために必要となる新たな拠点庁舎の設計を実施

○ スレット・ハンティング機能の強化(６０億円＋事項要求）
平素からの自衛隊の任務保証を確保し、国民の生活・経済活動を守るため、システム内部

の潜在的脅威を継続的に探索・検出するスレット・ハンティング機能を強化

○ サイバーレジリエンスの強化
・ サイバー攻撃対処に必要な情報収集の強化(事項要求)

フロンティアＡＩ等活用した高度なサイバー攻撃を早期に探知し対処するため、サイバー
脅威情報をリアルタイムに収集する機能を導入し、システムの脆弱性対策を強化

・ ゼロトラスト導入の推進(０．９億円)
ネットワーク境界内部の安全性を当然視せず、

全アクセスを動的に検証・制御するゼロトラスト
の概念を防衛省・自衛隊のシステムに取り入れる
ため、システムの特性やリスクに応じた適用指針
・実装要領について策定

・ リスク管理枠組み(RMF)の実施(２４７億円)
装備品等を含むすべてのシステムを対象に、
ライフサイクル全般を通じた継続的なリスク
管理を行うことにより、システムの健全性を
維持

サイバー領域把握の強化
各オペレーション（情報収集／インシデント対応／スレット・ハンティング等）で取得した

情報を含む多様な情報を一元的に集約し、分析する装置の機能強化に向けた改修を実施
(１２２億円+事項要求)

サイバー人材の育成
○ データ・ＡＩ教育の実施(５億円＋事項要求)

サイバー専門部隊の質的充実を図り、烈度を増すサイバー脅威に対応するため、システム通信・
サイバー学校において、サイバーセキュリティ教育に加え、データ・ＡＩに関する教育を開始

リスク管理枠組み(イメージ)
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Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～



(３)電磁波領域における能力強化

陸・海・空、宇宙、サイバー領域に至るまで、電磁波の活用範囲や用途が拡大し、
電磁波領域は現在の戦闘様相における攻防の最前線。電磁波領域における優勢の確保は
喫緊の課題

電磁波管理能力の強化
○ 統合電磁波運用機能等の整備(事項要求)

電磁波の作戦環境を的確に把握し、周波数の適切な調整や、電子戦において指揮統制を
行う能力を強化

電子戦支援能力の強化
電子妨害や電子防護に必要となる、電磁波に関する情報を収集する能力を強化

○ 電子作戦機の開発(事項要求)

電子妨害能力の強化
相手の通信機器やレーダーが発する電波を妨害し、相手の通信や索敵などの能力を低減

または無効化する能力を強化

○ ２４式対空電子戦装置の取得(２９億円+事項要求)
電波妨害により、敵早期警戒機等のレーダーを妨害し、敵の空域

における状況把握能力を無力化
○ スタンド・オフ電子戦機の取得(事項要求)

電子防護能力の強化
通信機器やレーダーが電子妨害を受けた際、相手の電子妨害の効果を低減・無効化

する能力を強化

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ａ)(事項要求)、戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)(事項要求)の取得

戦闘機(Ｆ－３５Ａ) 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)

２４式対空電子戦装置
(イメージ)
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(４)陸海空領域における能力

○ 装輪装甲車(人員輸送型) (指揮通信型)(患者輸送型)ＡＭＶの取得
・ 装輪装甲車(人員輸送型) AMV(２２両：２０８億円＋事項要求）
・ 装輪装甲車(指揮通信型) AMV(３両：３３億円＋事項要求）
・ 装輪装甲車(患者輸送型) AMV(３両：２６億円+事項要求）

○ ２６式多目的誘導弾システム(２６ＭＰＭＳ)の取得
(１０式：１４０億円+事項要求)

○ 共通戦術装輪車(２４式装輪装甲戦闘車)(２４式機動１２０ｍｍ迫撃砲)
(２５式偵察警戒車）の取得

・ ２４式装輪装甲戦闘車(１４両：２２７億円+事項要求)
・ ２４式機動１２０ｍｍ迫撃砲(８両：１１８億円+事項要求)
・ ２５式偵察警戒車(１１両：２４８億円+事項要求)

○ 新型ＦＦＭの建造(事項要求)

○ 哨戒艦の建造(事項要求)

○ 潜水艦の建造(事項要求)

○ 補給艦の建造
(１隻：１,４４１億円＋事項要求）

○ 音響測定艦の建造(１隻：７２１億円＋事項要求)

○ 「いずも」型護衛艦の改修(３０億円＋事項要求）

○ 固定翼哨戒機(Ｐ－１)の取得(事項要求)

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ａ)の取得(事項要求)【再掲】

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)の取得(事項要求)【再掲】

○ 戦闘機(Ｆ－２)の能力向上(１０機：１２８億円)【再掲】
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ＡＭＶ(人員輸送型)

２４式機動１２０ｍｍ
迫撃砲

２６ＭＰＭＳ

新型ＦＦＭ(イメージ)

「たいげい」型潜水艦「さくら」型哨戒艦

固定翼哨戒機(Ｐ－１)

戦闘機(Ｆ－３５Ａ) 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)

戦闘機(Ｆ－２)



５ 指揮統制・情報関連機能

迅速かつ正確な意思決定を実現するため、新たな防衛情報通信基盤の構築を推進
• あらゆるデータを安全かつ迅速に集約・共有・活用できる統合的なデータ基盤の整備
• 有事においても指揮統制を維持・継続できる強靱な通信ネットワークの構築
• データとＡＩを活用した分析・判断支援機能の強化

統合的なデータ基盤の整備
○ 防衛省クラウドの整備(事項要求)

オンプレミスとのハイブリッドによる「防衛省クラウド」の整備を推進。
安全性と主権性を確保した高機密ソブリンクラウド（仮）の導入を進める。

強靱な通信ネットワークの構築
○ 防衛情報通信基盤(ＤＩＩ)の強靱化(４７８億円＋事項要求）

通信妨害や災害が発生した場合でも安定した通信を確保するため、高速・大容量
かつ高い抗たん性を有する多層的な通信基盤を構築

ＡＩによる迅速かつ正確な意思決定の支援
○ 統合作戦司令部の意思決定支援システムの整備(事項要求)

データの統合・分析により、目標選定や現況の可視化を通じて意思決定の優勢を確保する
システムについて、既存の海外技術を活用し早期整備を図るとともに、国内技術の強化を推進

○ 次世代 ＡＩプラットフォーム「 ＡＩオーケストレーター」の構築(事項要求)
ＡＩの主権性を確保した状態で、複数のＡＩモデルを統合的に制御・

活用し、処理内容の難易度・機密性に応じて最適なＡＩを活用できる
次世代ＡＩプラットフォームを構築
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指揮統制・通信の将来像(イメージ)

ＡＩオーケストレーター

(イメージ)

Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～



指揮統制の迅速・容易化
○ 部隊間情報共有ツール(１１２億円)

音声通信及び位置情報・目標情報等の部隊間
共有により、分散展開による指揮を容易化

○ 戦闘指揮統制システムの取得【再掲】
（（共通）４５億円+事項要求）
（（火力）４４億円+事項要求）
（（対空）９０億円+事項要求)
戦闘指揮統制システムを取得し、戦闘に必要な

情報を統合し一元的に表示することにより指揮・
統制能力を向上

情報収集・分析等機能の強化
○ 防衛駐在官の拡充(各１名)

増 員：ジブチ、シンガポール

○ 情報収集・分析体制の強化(事項要求)
軍事動向等に関する情報収集・分析能力体制の強化

○ 情報システムの維持・整備(９６１億円＋事項要求)
政策判断や部隊運用に資する情報を迅速に提供することのできる各種情報システムを整備

○ 情報収集・分析用器材の維持・整備(１，１７８億円＋事項要求)
我が国周辺における軍事動向等を常時継続的に情報収集し、その処理・分析を行うための

各種器材を整備
・ ＵＡＶ(中域用)ＶＴＯＬ(垂直離着陸)型の取得(８７億円+事項要求)【再掲】
・ 沿岸監視器材の維持・整備(３５億円＋事項要求)

○ 情報資料の収集・整理(５１５億円＋事項要求)
・ 画像解析用データの取得等(３２７億円＋事項要求) 【再掲】

○ 総合秘密保全システム(仮称)の整備(事項要求)
アナログかつ複雑な情報保全業務をデジタル化・システム化し、情報保全事案の発生要因

であったヒューマン・エラーを局限するとともに、情報保全業務の自動化・効率化・高度化
を図る

認知戦等への対応
○ 情報見積りに関する将来予測サービス等の活用(３０億円)

情報本部において、各種情勢等を踏まえ、情勢変化や軍事活動の傾向等を予測する
ツール等を整備
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ＡＩが戦闘の帰趨を左右する時代に対応するため、意思決定の迅速化を図るとともに、
人口減少下で深刻化する隊員不足を踏まえ、隊員の負担軽減や省人化・省力化を推進する。

目標の探知・識別、情報の収集・分析、指揮統制、後方支援業務、無人アセット、
サイバーセキュリティ、事務処理作業の効率化等の分野で重点的にＡＩの活用を図る。

６ ＡＩ活用の推進に係る施策

26

ＡＩ活用分野
(イメージ)

(１)目標の探知・識別
○ 艦艇搭載の光学・赤外線監視装置へのＡＩ機能付加(事項要求）

見張り能力向上及び省人化・省力化のため、映像解析にＡＩを活用

(２) 情報の収集・分析
○ 情報見積りに関する将来予測サービス等の活用(３０億円)【再掲】

○ 戦術ＡＩ衛星の研究(事項要求)【再掲】
衛星上でＡＩを活用して他衛星からの情報を統合処理し、各種装備品との双方向の戦術

通信を行う衛星を試作

(３) 指揮統制
○ 統合作戦司令部の意思決定支援システムの整備(事項要求)【再掲】

○ 次世代ＡＩプラットフォーム「ＡＩ オーケストレーター」の構築(事項要求)【再掲】

(４) 後方支援業務
○ ＡＩを活用した補給品の需要予測機能の整備(３億円＋事項要求)

補給業務の効率化、迅速化のため、補給品の需要予測に
ＡＩを活用

(５) 無人アセット
○ 次期戦闘機と連携する無人機の研究開発

(９７億円+事項要求)

(６) サイバーセキュリティ
○ サイバー攻撃対処に必要な情報収集の強化(事項要求)【再掲】

(７) 事務処理作業の効率化
○ 総合秘密保全システム(仮称)の整備(事項要求)【再掲】

○ 防衛研究所における研究・教育・政策シミュレーションへのＡＩ利活用のための
使用環境整備(０．１億円）

Ⅲ 主要事業～①「新しい戦い方」への対応～
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１ 機動展開能力・国民保護

我が国の地理的特性を踏まえると、部隊を迅速に機動展開する能力を構築するとともに、
それを可能にする基盤の整備が必要。また、各種輸送アセットの取得等により輸送力を強化

機動展開輸送アセットの取得の推進
○ 空中給油・輸送機（ＫＣ－４６Ａ）の取得(事項要求)
○ 多用途ヘリコプター(ＵＨ－２)の取得(事項要求)
○ 輸送機（Ｃ－２）の取得(事項要求)

空中給油・輸送機
(ＫＣ－４６Ａ)

多用途ヘリコプター
(ＵＨ－２)民間海上輸送力の活用

○ 自動運航技術を搭載した輸送船舶の導入に係る調査研究(事項要求)
将来的な船員確保の制約等を見据え、民間海上輸送力を安定的に確保するため、自動運航

技術を搭載する船舶の導入に係る調査研究を実施
○ ＰＦＩ船舶の活用による統合輸送態勢の強化(２６億円）

Ⅲ 主要事業～②持続的な対応能力～

２ 持続性・強靱性
自衛隊の運用を円滑にするため、弾薬・燃料の確保、可動数の向上(部品不足の解消等)、

施設の強靱化(部隊新編及び新規装備品導入などに伴う施設整備等)、運用基盤の強化(製造
態勢の強化等)等を図ることが重要

(１)弾薬の確保
継続的な部隊運用に必要な各種弾薬について、所要の数量を早期に整備

(「スタンド・オフ防衛能力」、「統合防空ミサイル防衛能力」を除く。)

○ 各種弾薬・誘導弾の取得整備

５．５６ｍｍ火器用弾薬、３０ｍｍ機関砲弾、精密砲弾(１５５ｍｍりゅう弾砲用)、

２３式艦対空誘導弾、２３式空対艦誘導弾、中距離空対空ミサイル(ＡＩＭー１２０)、

中距離空対空ミサイル(ＡＡＭ－４Ｂ)、空対艦／対空ミサイル（ＡＳＭ－３改)、

対レーダーミサイル(ＡＡＲＧＭ－ＥＲ)

○ ＰＢＬ等の包括契約の推進
※ ＰＢＬ(Performance Based Logistics)とは

装備品の維持整備業務について、必要な修理や部品の調達をその都度契約するのではなく、
修理時間の短縮や在庫の確保などの成果に主眼を置いて、一定期間包括的な契約を結ぶもの
・艦艇用ガスタービン機関(ＳＭ１Ｃ型)の維持整備(事項要求)
・航空機（ＭＣＨ－１０１、ＴＣ／ＬＣ－９０）の維持整備(事項要求)
・ＳＨ－６０Ｋ／Ｌの包括契約拡大(事項要求)

令和９年度よりＳＨ－６０Ｋ／Ｌの維持整備について
包括契約範囲を拡大

○ 三次元積層造形技術(３Dプリンタ)の活用に関する調査等(４億円)
装備品の可動数向上や安定的かつ計画的な取得を行うために必要となる品質の検証など

を含む、３Dプリンタの活用に関する調査等を実施

(２)装備品等の維持整備

部品不足による非可動を解消し、保有装備品の可動数の最大化及び部隊能力の維持向上
を図るため、十分な部品を確保し、確実な維持整備を行うための経費を確保

艦艇用ガスタービン機関
(ＳＭ１Ｃ型)（イメージ）



(３)施設の強靱化
○ 既存施設の更新(５，４９５億円＋事項要求)

老朽化対策及び耐震対策を含む防護性能の
付与等のため、建物の構造強化、施設の
再配置・集約化等を推進

○ 主要司令部等の地下化等(５４８億円＋事項要求)
主要司令部等の地下化、航空機えん体、電磁パルス攻撃対策等

○ 自然災害対策(１４８億円＋事項要求)
自然災害発生時における機能維持・強化のための

浸水・法面崩落対策等を推進

○ 火薬庫の整備(１，４０１億円＋事項要求)
各種弾薬の取得に連動して必要となる火薬庫等を整備

○ 部隊新編及び新規装備品導入などに伴う施設整備等(３，３３４億円＋事項要求)
・ 九州補給処沖縄支処(仮称)の施設整備
・ 佐世保(崎辺東地区)における施設整備
・ Ｆ－３５受入施設整備
・ 呉地区における多機能な複合防衛拠点の整備
・ 北大東島における警戒監視態勢の構築に向けた施設整備
※ その他、硫黄島における海上輸送の効率化のための荷役施設の調査検討を別途計上

地下化(イメージ)

対策済みの法面(イメージ)

崎辺東地区
(イメージ)

既存施設の更新（イメージ)

Ｆ－３５Ａ及びＦ－３５Ｂ
受入施設（イメージ）

Ｆ－３５受入施設
（イメージ）

九州補給処沖縄支処(仮称)
(イメージ)

○ ドローン対処器材の導入(３８億円＋事項要求）
防衛関係施設に対してドローンにより危害が加えられた場合、我が国の防衛に重大

な支障を生じかねないことから、基地警備能力を高めるべく、違法ドローンの探知・
識別・対処を可能とする、より能力の高いドローン対処器材を整備

探 知 対 処識 別

ドローン対処器材(イメージ) 28

航空機えん体（イメージ）
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※気候変動への対処に係る経費を含む



(１)国内生産基盤の維持・強化
○ 持続的な対応能力確保のための支援(事項要求）

状況に応じた増産能力の強化など、持続的な対応能力を支えることができる生産基盤を
構築するため、防衛関連企業等に対する支援制度を新たに創設

○ 装備品等の製造施設等の取得（GOCO※） (事項要求)
持続的な対応能力を支えることができる防衛生産能力を構築するため、民需が見込めず、

安定供給確保が困難となる重要装備品等の製造施設等を取得した上で、民間企業にその管理
を委託し、安定的・長期的に生産基盤を確保する制度を新たに創設
（※Government-Owned,Contractor-Operated（国有施設民間操業））

○ 防衛産業の再編事業に対する出資(事項要求)
持続的な対応能力や複雑・大規模化する研究開発を支えることができる基盤を構築する

ため、防衛関連企業の開発・生産体制の強化・効率化の促進を目的として再編事業を実施
する企業に出資する制度を新たに創設

○ 防衛装備品の生産基盤強化のための体制整備事業(５３９億円)
防衛装備品の安定的な製造等を確保するため、防衛生産基盤強化法に基づく基盤強化措置

の内容を拡充し、企業が行う製造等の工程効率化や情報保全の強化などを促進

(2)防衛装備移転の拡大

○ 防衛装備移転円滑化のための基金に充てる補助金(４００億円)
○ 装備移転の実現可能性調査(２億円)
○ 国際装備展示会への出展(６億円＋事項要求)

(3)防衛イノベーションの促進

〇 国立研究開発法人・大学等における防衛研究基盤（仮称） (事項要求)
最先端科学技術の活用を加速するため、特に防衛上必要である分野について、

研究人材・基盤を備えたセキュアな防衛研究基盤を国立研究開発法人・大学等に整備

○ 安全保障技術研究推進制度（補助事業）（事項要求)
   最先端科学技術の研究を担う国研・大学等の基礎研究を支援し、防衛省自身では発意
  できない画期的な技術を発掘・育成

１ 防衛生産・技術基盤の強化

「生産力こそ抑止力」という考え方のもと、持続的な対応能力や「新しい戦い方」への対
応を支えることができる防衛生産・技術基盤の構築を推進

防衛生産・技術基盤の強化をさらに加速するための取組を拡充するとともに、国内生産基
盤の強化、装備移転、防衛イノベーションの促進を一体的に推進するため、国の関与を担保
した法人を新設。将来の技術的優位を確保し、他国に先駆けた先進的な能力を実現するため
に、防衛省における研究開発もより一層推進

防衛装備庁ブース
「DSEI JAPAN 2025」(日本)

29

Ⅲ 主要事業～③防衛力の基盤～



 ○ 防衛課題解決研究制度（仮称）(事項要求)
   防衛の技術ニーズに基づいた装備品の機能・性能の向上につながる課題に対する解決策を
  防衛省外から公募し、支援する制度を創設

○ 変革型防衛研究プログラム（仮称） (事項要求)
防衛ニーズに基づくチャレンジングな目標の下、複数の技術分野で基礎研究から技術実証

までを体系的に進めるプログラムを創設

  ○ ディフェンステックSBIR制度（仮称）(事項要求)
   スタートアップの研究開発を支援するSBIR（※）制度（短期間で複数企業と同時契約し

比較）を活用して、アジャイル型調達（部隊の試験運用と技術改善を迅速に回す）を実施し、
新たな技術の迅速な装備化を実現

  ※ Small/Startup Business Innovation Research

 ○ ディフェンステックスタートアップの成長促進のための政府出資金（事項要求)
   有望な技術を有するディフェンステックスタートアップへの民間からの資金供給を促進する

ため、投資ファンド等へ出資する制度を新たに創設

 ○ 先端技術の橋渡し研究(１５０億円)
安全保障技術研究推進制度をはじめとする政府の科学技術投資の成果や民生分野の先端

技術を装備品等の創製につなげるための研究を実施

○ ブレークスルー研究(事項要求)
防衛力の強化や社会変革につながる機能・技術を創出するため、防衛省外から採用した

プログラムマネージャの自由で斬新な発想の下で行う挑戦的な研究や、民生先端技術の早期
取り込みによる成果創出を目指す研究を実施

(4) 国の関与を担保した新たな法人の設置
〇 新たな法人の設置・運営等(事項要求)

国内生産基盤強化、装備移転、防衛イノベーションの促進を一体的に推進するため、国の
関与を担保した新たな法人の設置・運営等を実施

(5)研究開発

1 スタンド・オフ防衛能力
○ 極超音速誘導弾の開発(１４２億円+事項要求)【再掲】

○ 戦術ＡＩ衛星の研究【再掲】

○ 水中発射型垂直発射装置の研究(４８０億円＋事項要求)

極超音速誘導弾の研究
(イメージ)
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2 統合防空ミサイル防衛能力
○ ダイヤモンド半導体の射撃管制レーダ適用に関する研究(事項要求)

将来の射撃管制レーダへの適用可能性のある高熱伝導率、
高耐熱・高電力効率等の優れた物性を有するダイヤモンド
半導体素子技術について、素子レベルでの仮作及び基本特
性評価により、その成立性を確認

３ 無人アセット防衛能力
○ UUV用水中戦モジュール群の研究(事項要求)

UUVに水中及び水上の目標に対する水中戦
能力を付与するため、捜索・攻撃・水中ネットワーク等の
機能を付与する各種ＵＵＶ用モジュールを試作

○ UUV用水中給電の研究(事項要求)

○ ドローン搭載用量子磁気センサによる潜水艦探知・磁場
計測技術の研究(事項要求)

潜水艦探知等のため、従来より小型高性能でドローンに搭載
可能な量子磁気センサを開発

４ 領域横断作戦能力（電磁波領域）
○ スタンド・オフ電子戦機（第２段階）の開発(４４０億円+事項要求)

厳しい安全保障環境を踏まえ、非対称的な優勢を確保していくため、
脅威圏の外から、レーダー妨害等の電波妨害を行う器材の開発を実施

 ５ 次期戦闘機
○ 次期戦闘機の開発(２，３４０億円+事項要求）
  日英伊共同開発を推進するため、必要な資金をＧＩＧＯに拠出し、
 機体、エンジン、アビオニクスの共同設計等を実施。また、次期戦
 闘機の開発に必要な国内独自技術の成熟化を図るため、各種性能
 確認試験等を実施

○ 次期戦闘機と連携する無人機の研究開発(９７億円+事項要求)【再掲】
欺瞞・電子戦機能を有し、次期戦闘機等と連携して自律的に判断を行う連携無人機の

研究開発を本格化

UUV用水中戦
モジュール群の研究（イメージ）

ダイヤモンド半導体素子技術（イメージ）

新素材の
適用

従来素子

ダイヤモンド半導体素子

高出力 高耐熱

小型軽量化

次期戦闘機の開発(イメージ)
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２ 防衛力を支える要素

(１)人的基盤の強化

１ 優秀な人材確保のための取組
ア 自衛隊員の処遇改善

○ 自衛官の給与体系の独自見直し(事項要求)
○ 危機管理業務に従事する事務官等の処遇改善(０．６億円）
○ 御家族招へい事業（仮称）(事項要求)

イ 募集業務の充実・強化
厳しい募集環境の中においても、優秀な人材を

安定的に確保するため、募集業務の充実・強化を図る。
○ 地方協力本部の体制強化(２１億円＋事項要求）
○ 地方協力本部の業務改善(事項要求）
○ 自衛隊奨学生の採用枠の拡大(０．８億円）
○ 募集広報等のデジタル化・オンライン化

(１３億円＋事項要求）
○ 転職者向け募集広報の充実(３億円)

ウ 再就職支援の充実・強化
○ 再就職に向けた職業訓練機会の一層の充実(９億円)
○ 退職自衛官に対する再就職支援の体制強化(１２億円)

エ ハラスメント防止対策
○ 防衛省ハラスメント防止対策有識者会議の提言を踏まえた、

各種教育機会等の充実(０．９億円＋事項要求)

オ 事務官・技官等の戦略的な人事管理の推進
・ 戦略的な人事管理に資するシステム及び調査・分析手法の整備(事項要求)
・ マネジメント教育や専門性を高めるための研修の充実(０．６億円)
・ 職員採用の特設サイトによる採用活動の拡充(０．１億円)

カ 防衛研究所における研究・教育・政策シミュレーションへのＡＩ利活用のための
使用環境整備(０．１億円)【再掲】

２ 女性活躍、働き方改革及び生活・勤務環境改善の推進等
ア 女性活躍の推進

○ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備
（３２９億円＋事項要求）

○ 制服の整備等(０．１億円＋事項要求)
○ 生理用品の整備(０．２億円＋事項要求)
○ サニタリーボックスの整備(０．５億円＋事項要求)

イ 働き方改革の推進
○ テレワークの円滑な実施などに資する行政文書の電子媒体化の実施

(６億円)
○ 働きやすい職場を実現するためのオフィス環境の改善（８億円＋事項要求）
○ 海上自衛隊の円滑な業務遂行のためのＰＣ端末整備（２８億円）

自衛隊の任務遂行を支えるため、人的基盤の強化(人材の確保、処遇の改善、民間人材の
活用等)、衛生機能の強化などの各種施策を推進していくことが必要

動画・バナー広告のイメージ
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職業訓練(イメージ)

弁護士によるハラスメント
防止講演会の様子

洗面台・洗濯機置き場
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ウ 職業生活と家庭生活の両立支援
○ 庁内託児施設の維持・整備(１億円＋事項要求）
○ 緊急登庁支援(こどもの一時預かり)のための備品整備等(０．５億円＋事項要求)
○ 臨時託児(シッターサービスの活用)の運用(４億円＋事項要求)

エ 生活・勤務環境改善の推進
○ 自衛隊員の生活・勤務環境改善のための自衛隊施設、備品・日用品等、被服等の整備

を推進
・ 部隊新編・即応性確保のための宿舎整備、宿舎の老朽化対策等(６６９億円+事項要求)
・ 隊舎・庁舎等の整備(６，７０９億円＋事項要求)

（隊舎の新設・改修等の際、居室を個室化し、多機能トイレを整備するなど、快適な
生活・勤務環境を整備)

・ 駐屯地・基地等の厚生施設及び隊舎の共用区画における無線LAN環境の維持整備
(３億円＋事項要求)

・ 既存隊舎居室の個室化(間仕切り等)整備(１５億円)
・ 寝具類や机、ロッカーなどの備品や日用品等の整備

(９９億円＋事項要求）
・ 制服、作業服などの被服等の整備(１１３億円＋事項要求)
・ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備【再掲】

（３２９億円＋事項要求)
・ 隊員の活動を支える糧食の充実(４４３億円＋事項要求)

（糧食単価の引き上げを含む）

○ 艦艇乗員の生活・勤務環境の改善(１２億円＋事項要求）
・ 停泊艦艇業務の一部部外委託
・ 乗員待機所の整備
・ 民間ホテルなどの部外泊を活用

○ 艦艇の通信環境の改善(７百万円＋事項要求）

３ 教育・研究体制の充実
ア 防衛大学校

○ 学生の生活・勤務環境の整備(０．４億円)
○ 研究能力・教育水準の維持・向上(８．２億円＋事項要求)

イ 防衛医科大学校
○ 防衛医科大学校の運営改善(２４億円＋事項要求)
○ 防衛医学に関する研究の推進(８億円)

ウ 陸上自衛隊高等工科学校
○ 陸上自衛隊高等工科学校の各自衛隊の共同化・男女共学化に必要な施設整備(３２２億円)
○ 自衛隊高等工科学校（仮称）の魅力化及び教育態勢等の整備(１億円＋事項要求)

・ 学校ＤＸの推進に必要な器材等の整備
・ 男女共学化・生徒数拡大に伴う、クラブ活動の拡大に必要な備品等の整備
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委託対象業務の一例
(生糧品搭載)

共同化・男女共学化の
高等工科学校（イメージ）

艦内での通信の様子
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※気候変動への対処に係る経費を含む



エ 各学校におけるサイバー教育基盤等の拡充
○ 防衛大学校(０．４億円＋事項要求)

・ サイバー教育に必要となる教育用器材の整備
・ サイバー分野における幹部候補人材の実効的育成体制の確立に向けた調査研究

○ システム通信・サイバー学校(事項要求)
・ サイバー・ＡＩの教育基盤の整備

○ 自衛隊高等工科学校（仮称）(０．２億円)
・ システム・サイバー専修コース等に必要な器材等の整備

オ 陸上自衛隊の学校における無人アセット教育基盤等の拡充(０．２億円＋事項要求)

カ 防衛研究所における研究・教育・政策シミュレーションへのＡＩ利活用の
ための使用環境整備(０．１億円)【再掲】

４ 持続的な部隊運用を支える予備自衛官等に係る施策の推進
○ 航空宇宙自衛隊における予備自衛官補制度の導入
○ 訓練環境の整備等(８．７億円＋事項要求)
○ 募集・広報の強化(０．６億円)

５ 教育における部外力活用
○ ＦＦＭ／哨戒艦の要員養成に係る部外力活用(６億円+事項要求)
○ ＭＱ－９Ｂの要員養成に係る部外力活用(事項要求)

・ ＭＱ－９Ｂの操縦要員の養成を部外委託
・ ＭＱ－９Ｂの整備要員の養成を部外委託

○ 艦載型ＵＡＶ(小型)の要員養成に係る部外力活用(事項要求)
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(２)女性・平和・安全保障(ＷＰＳ)の推進
「防衛省女性・平和・安全保障(ＷＰＳ)推進計画」の４つの取組に基づき、ＷＰＳを

強力に推進するため、各種取組を実施することにより、国民の保護や国際社会の平和と
安定に貢献

・ 取組１ 各自衛隊におけるＷＰＳ教育の拡充、防災監要員教育への教官派遣
・ 取組２ ジェンダー・アドバイザーの人材育成など人的基盤強化
・ 取組３ ＷＰＳにかかる国際会議等の実施、外国政府・国際機関等が主催する研修等へ

の教官派遣、共同訓練等への参加など諸外国機関等との連携強化
・ 取組４ 現場で隊員が活用する実用的なＷＰＳに関するハンドブックの作成、訓練・演

習等へのＷＰＳ要素の反映

ジェンダー・フォーカルポイント
研修の実施

カーン・クエストにおいて
ＷＰＳに係る訓練を実施

日本カナダ海洋安全保障ＷＰＳ
プロジェクトの実施

※ ＷＰＳ… Women Peace and Security 
※ ジェンダー・アドバイザー…WPSの実施に主導的な役割を果たす高官に助言を与え補佐する役割を担う
※ ジェンダー・フォーカルポイント…各自衛隊の部隊等の計画、任務等にジェンダー視点を取り入れる役割を担う

Ⅲ 主要事業～③防衛力の基盤～



○ 血液の自律的確保
自衛隊において血液製剤を自律的に確保・備蓄するための資器材等を整備
・ 血小板温存型白血球除去フィルター付血液バッグを含む血液製剤関連器材等の整備

(１０億円+事項要求)
・ 統合衛生情報システムの関連器材等の整備(事項要求)

○ 第一線救護能力の強化
第一線で負傷した隊員の救命率を向上させるため、戦傷者に
対する救護能力の強化
・ 救急処置能力向上教材の整備(１億円)

○ ＤＣＳ※能力の強化
戦傷者に対するダメージコントロール手術や術後管理態勢を
強化するための資器材等の整備
・ 自衛隊横須賀病院シミュレーションルームの整備(事項要求)
・ 艦艇搭載医療ガス設備の改修（事項要求）
・ 戦傷医療に必要な装備品等の取得(４億円)

※ＤＣＳ：Damage Control Surgery

○ 後送間救護能力の強化
第一線から後送先までの後送間救護等に使用する
３自衛隊共通の航空搬送用医療器材等の整備
・ 航空搬送用医療器材等の取得(２億円)

○ 自衛隊病院の機能強化(３２０億円+事項要求)
・ 自衛隊那覇病院の施設整備
・ 自衛隊福岡病院の施設整備
・ 自衛隊横須賀病院の施設整備

○ 負傷した隊員への医療提供体制の確保
各種事態において負傷した隊員に対する適切な治療を可能とするため、部外医療機関等

との協力を踏まえた医療体制構築に関する調査研究(事項要求)

○ 衛生資器材の確保
持続的な対応能力の向上に必要な衛生資器材の確保に向けた取組を推進
・ 衛生資器材の備蓄・確保に関する調査等(事項要求)

○ 傷病者復帰体制の整備 (０．１億円)
有事における心的外傷後ストレス（ＰＴＳＤ）等へのケアや障害を負った隊員に対する

身体リハビリテーションに係る態勢・体制を整備

第一線から後送先病院までのシームレスな医療・後送態勢を確立するため、事態対処時
等において負傷した隊員の救護・治療能力の強化や後送先となる自衛隊病院の機能強化を
推進するとともに、持続的な対応能力の向上に必要な衛生資器材の確保などを推進

(３)衛生機能の強化

建替え後の横須賀病院のイメージ図

救急処置能力向上教材
（イメージ）
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Ⅲ 主要事業～③防衛力の基盤～



１ 防衛省・自衛隊の組織編成 ※名称については全て仮称

（１） 内部部局の体制強化 

一層厳しさを増す安全保障環境の中で急速に拡大・変化する任務・役割に対応すべく、 
防衛協力・交流の機動的推進、輸送・補給・衛生等の後方支援機能の強化、施設の整備、
維持及び運営に係る機能の強化といった政策課題に効果的に対処するため、局の新設を
含め内部部局の体制を強化 

 （２）退職自衛隊員・家族に対する支援を一体的に企画立案し、関連する施策を強力に推進する
体制を整備するため、退職自衛隊員・家族支援庁（仮称）の設置を含め取組を強化  

（３）防衛装備庁の体制強化

〇 装備品等調達の管理・支援機能及び中央調達の執行・統括機能に係る体制強化

〇 持続的な対応能力と防衛生産・技術基盤構築のため、サプライチェーン強靱化の推進、
ＡＩ・無人アセット等の新たな装備分野への対応、スタートアップの活用推進等、機能
に即した研究開発の推進を一体的に進めるための体制を強化

（参考）国の関与を担保した新たな法人の設置（再掲）
〇 新たな法人の設置・運営等

国内生産基盤強化、装備移転、防衛イノベーションの促進を一体的に推進するため、
国の関与を担保した新たな法人の設置・運営等を実施
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Ⅲ 主要事業～④組織編成～



２ 自衛官の定員 (単位：人)

(単位：人)

常備自衛官定数 2026年度末 2027年度末 増△減

陸 上 自 衛 隊 149,111

事項要求

海 上 自 衛 隊 45,471

航 空 宇 宙 自 衛 隊 47,183

共 同 の 部 隊 2,626

統 合 幕 僚 監 部 346

情 報 本 部 1,961

内 部 部 局 50

防 衛 装 備 庁 406

合 計 247,154

注１：各年度末の定数は予算上の数字である。

予備自衛官等員数 陸上自衛隊 海上自衛隊 航空宇宙自衛隊 計

予 備 自 衛 官

事項要求即 応 予 備 自 衛 官

予 備 自 衛 官 補

３ 事務官等の定員

２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度 ２０２７年度

１４次定員合理化計画 １５次定員合理化計画

増 員 355 377 328 329 602

定 員 合 理 化 △267 △267 △213 △213 △213

時 限 到 来 減 等 △13 △3 △8 △25 △29

純 増 減 75 107 107 91 360

年 度 末 定 員 21,041 21,148 21,255 21,346 21,706

（単位：人）

注１：２０２６年度までの欄は成立した予算に基づく人数、２０２７年度の欄は概算要求における増員の要求人
数とそれを基にした場合の見込みの人数を記載。

注２：（１年以下の）期限を限って措置された定員は、本表の人数には含んでいない。
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Ⅲ 主要事業～④組織編成～



１ 日米同盟強化及び地域社会との調和に係る施策等

日米同盟の抑止力・対処力の強化と地元の負担軽減を実現する、米軍再編事業を着実に実施

防衛力の抜本的強化を進め、自衛隊及び米軍の活動が拡大・多様化する中においても、一層
の地元の理解と協力が得られるよう、防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策を着実に
実施するとともに、在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための施策を推進

(１)米軍再編関係経費［地元の負担軽減に資する措置］(事項要求)

１ 在沖米海兵隊のグアム移転

○ 在沖米海兵隊のグアムへの移転事業

２ 国内での再編関連措置

○ 沖縄における再編のための事業
・ 普天間飛行場の移設

普天間飛行場代替施設の建設等
普天間飛行場補修事業

・ 嘉手納以南の土地の返還

○ 空母艦載機の移駐等のための事業(馬毛島における施設整備等)

○ 緊急時の使用のための事業

○ 訓練移転のための事業

○ 再編関連措置の円滑化を図るための事業

(２)ＳＡＣＯ関係経費(事項要求)

○ 日米安全保障協議委員会(「２＋２」)共同文書による変更がないものについては、
引き続き、ＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置(沖縄県民の負担軽減)を着実に実施

馬毛島における施設整備
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普天間飛行場代替施設の建設

Ⅲ 主要事業～⑤その他の取組～



(３)基地対策等の推進

１ 基地周辺対策経費（１，７１８億円＋事項要求)

防衛施設と周辺地域との調和を図るための施策に要する経費。

○飛行場等周辺の住宅防音事業の実施(５７４億円)

○周辺環境整備事業の実施(１，１４４億円＋事項要求)
・ 生活環境施設等の整備の助成
・ 避難施設としても活用できる公共用施設の整備

・ 特定防衛施設周辺整備調整交付金事業(公共用施設の
整備や、医療費の助成等(いわゆるソフト事業))の増額

２ 同盟強靱化予算(在日米軍駐留経費負担)(２，３００億円)

在日米軍の円滑かつ効果的な運用を支え、日米同盟の抑止力・対処力を強化するための経費。

○ 特別協定に基づく負担(１，６９７億円)

○ 提供施設(航空機掩体、整備用格納庫等)の整備(３０１億円)

○ 在日米軍従業員に対する社会保険料(健康保険、厚生年金保険等)の事業主負担分等
を負担（３０３億円）

３ 施設の借料、補償経費等(１，７４４億円＋事項要求)

○ 防衛施設用地等の借上経費、水面を使用して訓練を行うことによる漁業補償等に
要する経費。

※ 令和８年３月に閣議決定された『緊急事態を想定
した避難施設（シェルター）の確保に関する基本方
針』等に基づき、関係省庁と連携して、防衛施設が
所在する与那国町、石垣市、宮古島市における特定
臨時避難施設の整備について助成。

防音天井
防音壁に改造

空調機器の取付

防音サッシ
の取付

住宅防音事業の一例

公共用施設の一例(体育館)

航空機掩体

労務費 １，５１７億円
光熱水料等 １３３億円
訓練資機材調達費 ３３億円
訓練移転費 １４億円
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現行の特別協定等に準じて概算要求し、新たな特別協定等に基づく負担額については、
予算編成過程で検討。

Ⅲ 主要事業～⑤その他の取組～



２ 安全保障協力の強化

(１)日米共同訓練

○ 日米共同統合演習(指揮所演習)の実施
各種事態における日米共同対処及び自衛隊の統合運用について演練・

検証し、共同統合運用能力を維持・向上

○ 米海兵隊との実動訓練（レゾリュート・ドラゴン）の実施
陸上自衛隊及び米海兵隊の部隊が、それぞれの指揮系統に従い、共同

して作戦を実施する際の相互連携要領について演練

(２)海外での活動能力の強化

○ パシフィック・パートナーシップ
インド太平洋地域の各国を訪問し医療活動及び文化交流などを通じて、

各国との連携強化や相互理解を促進。

(３)防衛協力・交流の推進

○ 能力構築支援の強化、拡充
インド太平洋地域等における人道支援・災害救援、ＰＫＯ、

海洋安全保障、衛生、サイバーセキュリティ、ＷＰＳ等の分野に
係る支援の強化、拡充。 ※ Women Peace and Security

○ 拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議（ＡＤＭＭプラス）の下での取組
ADMMプラスの枠組下には専門家会合（EWG）等が設置されて

おり、日本はフィリピンとともに第５期海洋安全保障専門家会合
（MM-EWG）の共同議長を務めるなど、地域の防衛・安全保障協力

の強化を積極的に推進。

○「ビエンチャン・ビジョン２．０」及び「防衛協力のための
日ＡＳＥＡＮ大臣イニシアティブ」に基づく取組

ＡＳＥＡＮ諸国との各種セミナーの実施等を通じ「法の支配」
の貫徹や海洋安全保障の強化等に重点をおいた実践的な防衛協力
を推進。

(４)得意分野を活かした国連・友好国への国際協力
○ 国連三角パートナーシップ・プログラム

自衛官等を派遣しアフリカ諸国やアジア諸国等のＰＫＯ要員に
対し、施設・医療分野における訓練を行うことで、国連ＰＫＯ部隊
の展開に貢献

日米同盟を基軸としつつ、幅広い同志国との間で、多角的・多層的な安全保障協力を戦
略的に推進するため、自衛隊の能力を積極的に活用し、共同訓練・演習、各種国際会議等を
含む防衛協力・交流のための取組等を推進。あらゆる面で相互連結性を高め、地域全体で抑
止力を向上させる。

日米共同統合演習
(指揮所演習)

米海兵隊との実動訓練
（レゾリュート・ドラゴン）

日ＡＳＥＡＮ乗艦協力プログラム
並びに

日太平洋島嶼国乗艦協力プログラム
(ASEAN諸国、太平洋島嶼国)

ＡＤＭＭプラス
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パシフィック・
パートナーシップ

国連三角パートナーシップ・
プログラム

Ⅲ 主要事業～⑤その他の取組～



(５)海洋安全保障の確保
○ ソマリア沖・アデン湾における海賊対処

海賊行為に対処しなければならない状況に依然として変化がみられ
ないことを踏まえ、護衛艦及びＰ－１によるソマリア沖・アデン湾に
おける海賊対処を継続

○ インド太平洋方面派遣(ＩＰＤ)
「自由で開かれたインド太平洋」の実現に資するべく、インド太平洋

地域の各国や同地域に艦艇を派遣している海軍等との共同訓練等を実施
し、相互理解の増進、信頼関係の強化、連携の強化を図り、地域の平和
と安定に寄与

○ インド太平洋・中東方面派遣(ＩＭＥＤ)
インド太平洋及び中東方面の各国との共同訓練等を通じ、戦術技量の

向上、連携強化や相互理解の増進等を図り、地域の平和と安定に寄与

(６)日本関係船舶の安全確保のための取組
○ 中東地域における情報収集活動

海賊対処行動に従事する護衛艦及びＰ－１が兼務して、オマーン湾、アラビア海北部及び
バブ・エル・マンデブ海峡東側のアデン湾の三海域の公海における情報収集活動を実施

船舶を護衛する護衛艦

インド太平洋方面派遣(IPD)

インド太平洋・中東方面派遣(IMED)
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Ⅲ 主要事業～⑤その他の取組～



３ 最適化への取組／補助金・基金の見直しの取組

以下の取組を実施することにより、自衛隊の装備調達等の最適化を進める。

１ 装備品の計画的・安定的・効率的な取得
長期契約も含めた装備品のまとめ買い等により、企業の予見可能性を向上させ、効率的な

生産を促し、価格低減と取得コストの削減を実現。また、維持整備に係る成果の達成に応じ
て対価を支払う契約方式(ＰＢＬ)等を含む包括契約を拡大。

２ 工数・工程等の精査
装備品等について、工数・工程等や関連経費の精査の取組を通じ、価格を低減。

３ 自衛隊独自仕様の絞り込み
モジュール化・共通化や民生品の使用により、自衛隊独自仕様を絞り込み、取得にかかる

期限を短縮するとともに、ライフサイクルコストを削減。

４ 事業に係る見直し
費用対効果の低いプロジェクトを見直す他、各プロジェクトのコスト管理の徹底、民間委

託等による部外力の活用を拡大。

５ 装備品の運用停止・用途廃止
陳腐化等により重要度の低下した装備品の運用停止、用途廃止を実施。
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Ⅲ 主要事業～⑤その他の取組～

(１)最適化への取組
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Ⅲ 主要事業～⑤その他の取組～

政府として、政策効果の低い補助金・基金の見直しを進めるため、令和７年１１月
から見直しの取組を開始。

租税特別措置・補助金見直し担当大臣から示された、国民からのご意見を踏まえた
「点検の視点」に基づき、各府省庁において補助金・基金の自己点検を実施。

(２)補助金・基金の見直しの取組

〇 補助の実態と措置内容との均衡の観点から、創設から長期間継続している補助金につ
いて、環境の変化等を踏まえた改善を検討。

・教育施設等騒音防止対策事業費補助金（住宅防音事業）及び施設周辺整備助成補助金
（放送受信事業）

対象区域の指定から長期間が経過し、配備機種等の変化により騒音分布状況が実
態と乖離している可能性があることから、地元の意見を聞きつつ、真に騒音の被害
を受けている方々に対して実効的な施策を講ずるべく、必要な取組を実施。

・障害防止対策事業費補助金
自衛隊等の行為により生ずる障害を防止または軽減するため、地方公共団体等が

行う河川改修等に対して助成をしているが、長期間にわたる事業においては、経年
により防衛施設内外の形質が変化し、帰責割合が採択時から変遷している可能性が
あることから、一定期間経過後に検証を行うなど必要な取組を実施。

〇 透明性・効率性の向上及び実態を踏まえた予算執行の確保の観点から、情報発信や執
行面において更なる改善を検討。

・退職予定自衛官等就職援護業務費補助金
退職予定自衛官の雇用に関心を持つ企業主への就職援護広報について、近年のデ

ジタル化の進展及び媒体の多様化を踏まえ、より効果的・効率的な手段について検
討し必要な取組を実施。

〇 基金の運営、執行の適正化の観点から、基金設置法人が行う管理のあり方も含め、更
なる改善を検討。

・防衛装備移転円滑化事業費補助金（防衛装備移転円滑化基金）
基金からの支出の適切性を確認するための方策（支出内訳の徴取等）を講じるな

ど必要な取組を実施。



○ 防衛産業の基盤強化のための諸施策に伴う税制上の措置
装備品等の国内生産基盤の強化、外国政府への装備移転の推進及び防衛イノベーション

の促進等の諸施策の実施に伴い必要となる税制上の所要の措置を要望。

軽油に係る課税免除の特例措置の恒久化 【軽油引取税】

○ 自衛隊の船舶及び通信機械等の動力源の用途の軽油に係る課税免除の恒久化
自衛隊が使用する船舶及び通信機械等の動力源に供する軽油の調達に当たっては、軽油

引取税の免税措置が認められているところ、当該特例措置の恒久化を要望。

○ 重要影響事態安全確保法等に基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の
恒久化

○ ＡＣＳＡに基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の恒久化
重要影響事態安全確保法等に基づく後方支援活動等

及び締約国との共同訓練等においてＡＣＳＡに基づき
外国の軍隊等に免税軽油の提供を行った場合、軽油引
取税の「みなす課税」等を免除する特例措置が認めら
れているところ、当該特例措置の恒久化を要望。

第１次国土強靱化実施中期計画等を踏まえた財源確保方策の検討
(共同要望：内閣官房、内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、法務省、外務省、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省)
「第１次国土強靱化実施中期計画」及び「経済財政運営と改革の基本方針２０２６」を踏ま

え、国土強靱化施策の財源確保方策について引き続き検討していく。

４ 税制改正
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重視分野 抜本的強化の進捗状況(一例)(2026年1月以降)

スタンド・オフ
防衛能力

○２５式地対艦誘導弾を第５地対艦ミサイル連隊（健軍）、
２５式高速滑空弾を特科教導隊（富士）にそれぞれ配備（2026年3月)

○トマホーク及びＪＳＭが納入開始 (2026年3月)
○トマホーク装備１番艦である護衛艦「ちょうかい」がトマホーク発射

能力を獲得（2026年3月)、トマホークの実射試験を実施（2026年7月）

統合防空ミサイル
防衛能力

○イージス・システム搭載艦１番艦用ＳＰＹ－７レーダーの
標的探知試験を実施(2026年3月)

無人アセット
防衛能力

○小型多用途ＵＳＶ Ⅰ型など各種無人アセットの導入
に向けた実証試験に係る契約を締結(2026年3月)

○小型攻撃用ＵＡＶ Ⅰ型の量産取得の契約を締結(2026年3月)

○艦載型UAV(小型)の戦術に関する研究を開始(2026年3月)

領域横断作戦能力
(宇宙・サイバー・
陸海空領域)

○次期防衛通信衛星の整備について契約を締結(2026年2月)

○宇宙作戦団（府中基地及び防府北基地）を新編(2026年3月)

○音響測定艦「びんご」・海洋観測艦「あかし」・潜水艦「ちょうげい」
が就役(2026年3月)

○スレットハンティング器材の増設分納入(2026年3月)

指揮統制・
情報関連機能 ○防衛省クラウド概要設計を契約(2026年3月)

機動展開能力・
国民保護

○新たなＰＦＩ船舶(旅客船)２隻の運航を開始(2026年2月)

○新たなＰＦＩ船舶(貨物船等)４隻の契約を締結(2026年3月)

○自衛隊海上輸送群第２海上輸送隊を海自呉地区から阪神基地内に移転する
とともに、新たに就役する小型輸送艦「あまつそら」及び「あおぞら」を
同隊に配備(2026年3月)

（参考）防衛力整備計画の進捗状況

○ 我が国の防衛上必要な機能・能力として、次の分野を重視して、
防衛力の抜本的強化を推進。事業の進捗管理を徹底し、概ね計画どおり進捗
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